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中 央 環 境 審 議 会 議 事 運 営 規 則

(会議の招集)

第一条 会長は、中央環境審議会(以下｢審議会｣という。)の総会を招集しようとするとき

は、あらかじめ、期日、場所及び議案を、委員及び議案に関係のある臨時委員に通知す

るものとする。

(会長）

第二条 会長は、議長として、総会の議事を整理する。

、 、 、 、 。２ 会長は すべての部会 小委員会 専門委員会に出席し 意見を述べることができる

(専門委員）

第三条 専門委員は、会長の承認を得て、総会に出席し、意見を述べることができる。

(部会）

第四条 審議会に、次に掲げる九部会を置く。

一 総合政策部会

二 循環型社会部会

三 環境保健部会

四 地球環境部会

五 大気・騒音振動部会

六 水環境部会

七 土壌農薬部会

八 自然環境部会

九 動物愛護部会

２ 部会の所掌事務は、別表に定めるところによる。

３ 会長は、必要と認めるときは、二以上の部会の所掌に係る議案について調査審議する

ため、二以上の部会の合同の部会を設置することができる。

(諮問の付議)

第五条 会長は、環境大臣又は関係大臣の諮問を適当な部会(前条第一項及び第三項に規

定する部会をいう。以下同じ ）に付議することができる。。

(部会の決議）

第六条 部会の決議は、会長の同意を得て審議会の決議とすることができる。

２ 会長は、一の部会の決議を他の部会の審議に付することが適当と認めるときは、当該

決議に係る案件を当該他の部会に付議することができる。

３ 会長は、第一項の同意をしたときは、その同意に係る決議を総会に報告するものとす

る。ただし、総会において報告を要しない旨の決議を経たものについては、この限りで

はない。
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（準用規定）

第七条 第一条から第三条（第二条第二項を除く ）までの規定は、部会に準用する。こ。

の場合において、これらの規定中｢会長｣とあるのは｢部会長｣と読み替えるものとする。

（小委員会）

第八条 部会は、必要に応じ、その定めるところにより、小委員会を置くことができる。

２ 小委員会に属すべき委員、臨時委員又は専門委員は、部会長が指名する。

３ 小委員会に委員長を置き、部会長の指名により、これを定める。

４ 小委員会の決議は、部会の定めるところにより、部会長の同意を得て部会の決議とす

ることができる。

５ 第一条及び第二条第一項並びに中央環境審議会令第七条第一項及び第二項の規定は、

小委員会に準用する。この場合において、これらの規定中「会長」とあるのは「小委員

長」と読み替えるものとする。

(専門委員会）

第九条 部会は、必要に応じ、その定めるところにより、専門の事項を調査するため、専

門委員会を置くことができる。

２ 専門委員会に委員長を置き、部会長の指名によりこれを定める。

(会議録)

第十条 総会、部会、小委員会及び専門委員会の議事については、会議の概要を記載した

会議録を調製しなければならない。

(雑則）

、 、第十一条 この規則に定めるもののほか 総会の運営その他審議会の運営に必要な事項は

会長が定める。

２ 部会の運営に必要な事項は、部会長が定める。

附 則（平成十三年一月十五日）

（施行期日）

第一条 この規則は、平成十三年一月十五日から施行する。

附 則（平成十八年三月十三日）

（施行期日）

第一条 この規則は、平成十八年三月十三日から施行する。

附 則（平成二十四年十一月十九日）

（施行期日）

第一条 この規則は、平成二十五年一月六日から施行する。
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（経過措置）

第二条 この規則の施行前に廃棄物・リサイクル部会、循環型社会計画部会、石綿健康被

害判定部会又は瀬戸内海部会に対してされた付議でこの規則の施行の際当該付議に対す

る決議がされていないものは、廃棄物・リサイクル部会又は循環型社会計画部会にされ

たものは循環型社会部会に、石綿健康被害判定部会にされたものは環境保健部会に、瀬

戸内海部会にされたものは水環境部会に対してされた付議とみなす。

２ この規則の施行の際現に廃棄物・リサイクル部会、循環型社会計画部会、石綿健康判

定部会又は瀬戸内海部会に置かれていた第八条第一項の小委員会若しくは第九条第一項

の専門委員会は、施行日に、廃棄物・リサイクル部会又は循環型計画部会に置かれた小

委員会若しくは専門委員会にあっては循環型社会部会に、石綿健康被害判定部会に置か

れた小委員会にあっては環境保健部会に、瀬戸内海部会に置かれた専門委員会にあって

は水環境部会に置かれた小委員会又は専門委員会とみなす。

３ この規定の施行の際現に廃棄物・リサイクル部会、循環型社会計画部会、石綿健康被

害判定部会又は瀬戸内海部会に属する専門委員は、施行日に、中央環境審議会令（平成

五年政令第三百七十二号）第六条第二項の規定により廃棄物・リサイクル部会又は循環

型社会計画部会に属する専門委員にあっては循環型社会部会に、石綿健康被害判定部会

に属する専門委員にあっては環境保健部会に、瀬戸内海部会に属する専門委員（既に水

環境部会に属する専門委員として指名されている者を除く ）にあっては水環境部会に。

属する専門委員として指名されたものとみなす。

４ この規則の施行の際現に廃棄物・リサイクル部会又は循環型社会計画部会の小委員会

若しくは専門委員会、石綿健康判定部会の小委員会又は瀬戸内海部会の専門委員会に属

する専門委員は、施行日に、第八条第二項の規定により廃棄物・リサイクル部会又は循

環型社会計画部会の小委員会若しくは専門委員会に属する専門委員にあっては循環型社

会部会の小委員会又は専門委員会に、石綿健康判定部会の小委員会に属する専門委員に

あっては環境保健部会の小委員会に、瀬戸内海部会の専門委員会に属する専門委員にあ

っては水環境部会の専門委員会に属する専門委員として指名されたものとみなす。

附 則（平成二十五年二月十四日）

（施行期日）

第一条 この規則は、平成二十五年二月十四日から施行する。

（経過措置）

第二条 この規則の施行前に大気環境部会、騒音振動部会及び野生生物部会に対してされ

た付議でこの規則の施行の際当該付議に対する決議がされていないものは、大気環境部

会又は騒音振動部会にされたものは大気・騒音振動部会に、野生生物部会にされたもの

は自然環境部会に対してされた付議とみなす。

２ この規則の施行の際現に大気環境部会、騒音振動部会又は野生生物部会に置かれてい

た第八条第一項の小委員会若しくは第九条第一項の専門委員会は、施行日に、大気環境

部会又は騒音振動部会に置かれた小委員会若しくは専門委員会にあっては大気・騒音振

動部会に、野生生物部会に置かれた小委員会にあっては自然環境部会に置かれた小委員

会又は専門委員会とみなす。
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３ この規定の施行の際現に大気環境部会、騒音振動部会又は野生生物部会に属する専門

委員は、施行日に、中央環境審議会令（平成五年政令第三百七十二号）第六条第二項の

規定により大気環境部会又は騒音振動部会に属する専門委員にあっては大気・騒音振動

部会に、野生生物部会に属する専門委員にあっては自然環境部会に属する専門委員とし

て指名されたものとみなす。

４ この規則の施行の際現に大気環境部会の小委員会若しくは専門委員会、騒音振動部会

の専門委員会又は野生生物部会の小委員会に属する専門委員は、施行日に、第八条第二

項の規定により大気環境部会の小委員会若しくは専門委員会に属する専門委員及び騒音

振動部会の専門委員会に属する専門委員にあっては大気環境・騒音振動部会の小委員会

又は専門委員会に、野生生物部会の小委員会に属する専門委員にあっては自然環境部会

の小委員会に属する専門委員として指名されたものとみなす。
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別表

部 会 名 所 掌 事 務

総合政策部会 一 環境基本計画に関すること。

二 環境の保全に係る重要な事項に関すること（他の部会

の所掌に属するものを除く 。）

循環型社会部会 一 廃棄物処理及びリサイクル推進に係る重要な事項に関

すること。

二 循環型社会形成推進基本法の規定に基づく循環型社会

形成推進基本計画に関すること。

環境保健部会 一 公害に係る健康被害の補償及び予防に係る重要な事項

に関すること。

二 化学物質対策、石綿による健康被害の救済その他環境

保健に係る重要な事項に関すること。

地球環境部会 地球環境の保全に係る重要な事項に関すること。

大気・騒音振動部会 一 大気環境の保全に係る重要な事項に関すること。

二 交通環境対策に係る重要な事項に関すること。

三 悪臭防止に係る重要な事項に関すること。

四 騒音防止に係る重要な事項に関すること。

五 振動防止に係る重要な事項に関すること。

水環境部会 一 水環境の保全に係る重要な事項に関すること。

二 地盤環境の保全に係る重要な事項に関すること。

。三 瀬戸内海の環境の保全に係る重要な事項に関すること

土壌農薬部会 一 土壌環境の保全に係る重要な事項に関すること。

二 農薬による環境汚染の防止に係る重要な事項に関する

こと。

自然環境部会 一 自然環境の保全に係る重要な事項に関すること。

二 自然公園に係る重要な事項に関すること。

三 野生生物の保護及び狩猟に係る重要な事項に関するこ

と。

動物愛護部会 動物の愛護及び管理に係る重要な事項に関すること。
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中央環境審議会の運営方針について

平成１３年１月１５日

（一部改正）平成１８年３月１３日

（一部改正）平成２４年１１月１９日

総 会 決 定

事 項

１ 会議の公開及び

出席者について

（１）会議の公開に ① 総会については、原則として公開するものとし、その他の

ついて 部会については、公開することにより、公正かつ中立な審議

に著しい支障を及ぼすおそれがある場合又は特定な者に不当

な利益若しくは不利益をもたらすおそれがある場合には非公

開とするものとする。

② 会長又は部会長は、会議の公開に当たり、会議の円滑かつ

静穏な進行を確保する観点から、入室人数の制限その他必要

な制限を課することができる。

（２）代理出席につ 代理出席は認めない 欠席した委員及び臨時委員 以下 委。 （ 「

いて 員等」という ）並びに専門委員には、事務局が資料を送付す。

るなどして、会議の状況を伝える。

ただし、会議が必要と認めた場合には、欠席する委員等又

。専門委員の代理の者を説明員として出席させることができる

（３）関係行政機関 ① 審議案件の事務局である省庁の職員は、会議に出席するこ

の職員の出席に とができる。

ついて ② 上記以外の行政機関の職員の出席については、その官職、

氏名を明らかにし、議長の承認を得るものとする。
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２ 会議録等につい

て

（１）会議録の内容 ① 会議録は、発言内容を精確に記載するものとする。その詳

について しさの程度は、各会議において決める。

② 会議録の調製に当たっては、当該会議出席委員の了承を得

るものとする。

（２）会議録の配布 ① 会議録は、当該会議の構成員に配布するものとする。

について ② その他の委員等には、当該会議においてあらかじめ定めた

範囲及び方法で会議録を配布するものとする。

（ 。）（３）会議録及び議 ① 公開した会議の会議録 部会が公開を認めた会議録を含む

事要旨の公開に は、公開するものとする。

ついて ② 総会及び全ての部会の会議については、議事要旨を公開す

るものとする。なお、議事要旨の公開は、会議終了後、部会

長等が記者会見を行い、その記者会見概要を作成し、公開す

ることをもって代えることができるものとする。

③ 公開した会議の会議録及び議事要旨は、環境省の閲覧窓口

に備え付けるものとする。

３ 一般の意見の反 ① 一般の意見については、それをよく聴くように努めるもの

映について とする。

② 一般の意見を聴く場合の具体的な実施方法は、それぞれの

会議において定める。

③ 必要と認められる場合、審議途中で中間報告を出し、それ

に対する一般の意見をその後の審議に反映させる方法を採用

するものとする。
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４ 総会と部会との ① 総会は、年１回以上開催する。

関係等について ② 会長が必要と認めた場合のほか、委員の３分の１以上の者

から審議事項を示して総会の開催の請求があった場合は、会

長はこれを召集するものとする。

③ 委員は、その所属部会以外の審議する案件について、会長

を経て意見を提出することができる。

④ 会長は、部会長を指名するに当たっては、当該部会の委員

の意見を尊重するものとする。

⑤ 各部会は、小委員会又は専門委員会に審議を附託するに当

たっては、審議事項の範囲を明確にするものとする。また、

部会長は、原則として小委員長及び専門委員長を兼任しない

ものとする。

⑥ 会長は、必要と認めるときは、二以上の部会の所掌に係る

議案について適当な部会を指定して調査審議させることがで

きる。

５ 委員等及び専門

委員の構成等につ

いて

（１）委員等の構成 ① 会長は、委員等の構成について、必要に応じ、審議会の意

等について 見を具申するものとする。

② 委員の部会への所属は委員の希望を参考として、会長が決

める。

（２）専門委員の構 ① 専門委員長は、当該専門委員の構成について必要に応じ意

成について 見具申をするものとする。

、② 審議案件と直接的な利害関係を有する企業に所属する者は

専門委員としないことを原則とする。
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６ 環境への配慮に ① 会議にあたっては、会議資料として配布する紙の枚数を必

ついて 要最低限とする等環境への負荷を削減するよう努める。

② 環境への配慮に関し必要な事項は、会長が定めることがで

きるものとする。

７ その他 上記のほか、会議、会議録及び議事要旨の公開に関し必要な

事項は、会長又は部会長が定めることができるものとする。



中央環境審議会水環境部会及び専門委員会の運営方針について

平成１３年９月２７日

（一部改正）平成１８年３月１３日

水環境部会長決定

中央環境審議会議事運営規則（平成１３年１月１５日中央環境審議会決定。平成１８年３月１３日一

部改正）第１１条第２項及び中央環境審議会の運営方針について（平成１３年１月１５日総会決定。平

成１８年３月１３日一部改正。以下「総会決定」という ）７の規定に基づき、中央環境審議会水環境。

部会及び専門委員会の運営方針について、次のとおり定める。

部会の運営方針についてⅠ．

部会の運営方針は、中央環境審議会議事運営規則及び総会決定によるほか、以下によることとする。

会議の公開及び出席者について１．

総会決定１（１）①の規定により会議を非公開とするときは、部会長は、その理由を明らかにす

るものとする。

会議録等について２．

総会決定２（１）②の規定により、会議録の調製に当たっては、当該会議に出席した委員、臨（１）

時委員及び専門委員（以下（ 委員等」という ）から明示の了承を得ることとし、その後、原則「 。

として、次回の会議において公開するものとする。ただし、長期にわたり次回の会議が開催され

ないことが予想される場合は、次回の会議の開催を待たず、明示の了承を得た後に公開するもの

とする。

総会決定２（３）①の規定に基づき会議録を公開する場合には、発言者の名前を記載するもの（２）

とする。

総会決定２（３）①の規定に基づき公開した会議録以外の会議録は、審議会の委員等以外の者（３）

は閲覧できないものとする。

総会決定２（３）②の規定に基づく議事要旨は、事務局において作成し、部会長の了承を得て（４）

公開するものとする。

資料の公開について３．

審議会中の答申又は意見具申の案文、非公開を前提に収集したデータが記載されている資料、関

係者と調整中の資料その他の公開することにより、公正かつ中立な審議に著しい支障を及ぼすおそ

れがある資料については、部会長は 「委員限り」である旨明記した上で、非公開とすることがで、

きる。それ以外の配布資料は部会終了後公開とする。

専門委員会の運営方針についてⅡ．

専門委員会の運営方針は、中央環境審議会議事運営規則によるほか、総会決定１及び２並びに上記

の部会の運営方針に準ずるものとする。
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